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原発ゼロ 
化石燃料 

増加 
貿易・経常収
支悪化 

電力料金 

上昇 

企業負担 
（小口含む） 

 

家計負担 

 

収益低下 
工場の 

海外移転 

雇用環境 

悪化 

法人税収減 
財政収支 

悪化 

双子の赤字 悪循環 

３兆円強増加 

約３円/kWh上昇 

約15％上昇 
（世帯当たり10,800円増) 

約20％上昇 

2兆円強減少 

約42万人分 

に相当 

約1兆円減少 

対２０１０年比 
GDPの0.6％の国富流出 

約1兆円 約2兆円 

国際競争力の 

低下 

（１）原発ゼロがもたらす日本経済への悪影響（２０１２年度のケース） 

出所）日本エネルギー経済研究所 

原発稼動をゼロにすると、
化石燃料による代替が不
可避となり、燃料費が約３
兆円増加し、電力料金の大
幅上昇につながる。 

これは、一方で国富の流出
となり、貿易・経常収支を悪
化させるとともに、企業の
収益・活動の低下をもたら
し、雇用環境を数十万人規
模で悪化させ、法人税収の
低下を招く。 

○ 

○ 

製造業の70％が国際競
争力が大きく減少すると 

回答（経団連調査） 
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2020年

24兆円

（２）原子力発電の国富流出累積削減効果額 

仮に、原子力発電が存在せず、その電力量を火力発電で代替してきたとすれば、1965年から2010年までの累積で33兆円（38.7

兆円[火力用燃料費]－4.8兆円[ウラン燃料費]）の追加負担を生じた可能性がある。いわば、国富の流出の回避。 

 

直近の将来においても、2010年の電源構成において原子力が占めていた部分を火力で代替すると想定すれば、2015年までに
累積で13兆円、2020年までには24兆円の国富の流出が懸念される。 

出所）貿易統計他より作成 
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国富流出抑制額（推計）
（実質、2000年価格）

原子力発電電力量：右軸

2.6兆円 11.1兆円 18.3兆円 32.9兆円

累 積 

累 積 

過去の実績推計 直近の将来推計 

注：2020年に向かっては再エネのさらなる進展が期待される
が、既にPVの3割が輸入品となっており、海外輸入比率のさら
なる増加が国富の流出要因として懸念される。 

10年間で14兆円増 10年間で24兆円増 

○ 

○ 


